
2026年3月 
一般社団法人 北海道民間社会福祉事業職員共済会 

※ 本資料は2025年11月20日開催した業務説明会資料を基に作成していますが、一部改訂箇所がございます。 
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（退職金の資産管理） 

福利事業 
（給付助成、貸付、 

余暇支援、永年勤続） 

共済会は退職年金事業と福利事業の2つを運営しています 



退職所得の問題や保険業法の適用を回避するために、 

という仕組みにしていることが制度の特徴です。 
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1.加 入 
・職員の加入手続き 

2.異動・訂正 
・職員情報に関する申請 
（休職、中断、配置換、本俸登録） 
・法人、施設情報に関する申請 

3.請求・納付 
・出資金、掛金の請求～口座振替 
・決算帳票の発行（3月のみ） 

4.退 職 
・退職に関する申請 
・退職金の請求手続き 

・(New)源泉徴収票の作成・提出 
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※1 7日が土日祝の場合は、翌営業日が申請締め切り日になります。 

※2 10日の請求書発行はHKねっとでの受け取りを利用している場合です（郵送対応の場合は12日頃に投函します）。 

※3 27日が土日祝の場合は、翌営業日が口座振替日になります。 

※4 中旬：11営業日目、月末：最終営業日の前日 となります（カレンダーにより変動します）。 

申請締め切り日 
（毎月7日※1） 

請求書発行日 
（毎月10日頃※2） 

出資金・掛金 
口座振替日 

（毎月27日※3） 

退職金、給付助成金 
送金日※4 

（毎月中旬・月末の2回） 
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土 金 木 水 火 月 日 

4 3 2 1 

11 9 8 6 5 

18 17 16 15 14 13 12 

25 24 23 22 21 20 19 

30 29 28 26 

請求書 
発行日 

申請締め
切り日 

口座振替日 

※ 上記は2026年4月のスケジュールです 

※ 15日と28日が、退職金および給付助成金の送金日です 
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事務の手引き 
掲載ぺージ※ 

HKねっと 使用する様式 内容 

Ⅲ-P.21 × 
被共済職員加入届 
（第9号様式） 

採用した職員を 
共済会へ加入させるとき 

Ⅲ-P.24 × 
第2退職年金制度加入届 
（第9号の3様式） 

職員を第2退職年金制度に 
加入させるとき 

Ⅲ-P.26 ○ 
被共済職員異動・訂正届 
（第10号様式・1枚目） 

職員の登録内容を 
変更・訂正するとき 

Ⅲ-P.30 ○ 
被共済職員異動・訂正届 
（第10号様式・2枚目） 

同じ法人内の別施設に 
異動するとき 

Ⅲ-P.35 ○ 
HKねっとで申請 または 
被共済職員本俸登録台帳 
（第12号様式） 

毎年度の本俸登録をするとき 

Ⅲ-P.36 ○ 
第2出資金口数変更届 
（第12号の2様式） 

第2退職年金制度の 
拠出口数を変更するとき 

Ⅳ-P.11 × 
脱退給付金請求書 
（様式第2号） 

在職中の職員が 
職員出資金のみを払い出すとき 

※ Ⅲ：「Ⅲ.会員、施設団体、被共済職員に関わる手続き」、Ⅳ：「退職年金事業と諸手続き」 
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事務の手引き 
掲載ぺージ※ 

HKねっと 使用する様式 内容 

Ⅲ-P.32 × 
被共済職員継続異動届 
（第11号様式） 

退職した職員が 
転職先で共済会への加入を 
継続するとき 

Ⅳ-P.7 × 
被共済職員退職届 
（第13号様式） 

職員が退職するとき 

Ⅳ-P.9 × 
年金・一時金請求書 
（様式第1号） 

退職金を請求するとき 

※ Ⅲ：「Ⅲ.会員、施設団体、被共済職員に関わる手続き」、Ⅳ：「退職年金事業と諸手続き」 
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事務の手引き 
掲載ぺージ※ 

HKねっと 使用する様式 内容 

Ⅲ-P.8 △ 
（一部のみ利用可） 

会員・施設変更届（1枚目・法人用） 
（第3号様式） 

法人の登録内容を 
変更するとき 

Ⅲ-P.10 △ 
（一部のみ利用可） 

会員・施設変更届（2枚目・施設用） 
（第3号様式） 

施設の登録内容を 
変更するとき 

Ⅲ-P.12 × 
一部施設等の新設届 
（第4号様式） 

新たに施設を登録するとき 

Ⅲ-P.14 × 
一部施設の廃止等届 
（第6号様式） 

登録している施設を抹消するとき 
・施設を廃止（休止）した 
・施設の運営を移管した など 

Ⅲ-P.6 × 
預金口座振替依頼書 
（複写の専用書類） 

出資金・掛金の 
引落口座を変更するとき 

※ Ⅲ：「Ⅲ.会員、施設団体、被共済職員に関わる手続き」 
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共済会ホームページ 
－ 事務の手引き 
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※
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※ 本資料では「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」を「退職所得の源泉徴収票」として表記します 
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役員への退職金支払時のみ義務付けられていた源泉徴収票の提出が、 
2026年1月1日以降に退職した職員への支払時にも拡大されます。 
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税制改正後 項目 

退職日が2026年1月1日以降の職員分※1・2 提出対象 

➀ 法人の所轄税務署 
➁ 退職者本人の居住市町村※3  の2か所 

提出先 

➀・➁ともに、原則として退職後1か月以内※4 提出期限 

※1 共済会への加入1年未満の場合は提出不要です（職員出資金の返戻は退職所得ではないため）  
※2 役員分の取り扱いは従来と同じです 
※3 退職日が属する年の1月1日時点で居住していた（住所所在）市町村が提出先です 
※4 税務署宛のみ、年内退職者分を取りまとめて翌年1月31日までに提出することが認められています 



退職金の支払者が職員に対して退職手当※を支給する際に発行する書類で、 
税務署提出用と本人交付用があります。 
※ 給与所得の源泉徴収票とは別のものです 
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共済会分の退職金支給決定の際に送付する通知書類※の 
一部に、共済会の登録内容に基づく見本を掲載しています。 

※ 法人宛には、「退職一時金支給決定通知書（「税務署提出用」を掲載）」を発行しています 
 

※ 本人宛には、 

 「退職一時金送金通知書（「受給者交付用」を掲載）」を 郵送しています。 
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（税務署提出用） 
共済会から 
源泉徴収票の 
見本が到着 

（税務署提出用） 
退職者の個人番号と、 
法人番号を追記する 

税務署へ提出する 

市町村へ提出する 

税務署へ提出する 

市町村へ提出する 

本人に郵送する 

訂正・変更は 
ない 

訂正・変更が 
ある 

（医療機構への退職金
請求時に使用する） 

（医療機構への退職金
請求時に使用する） 

（受給者交付用） 
・訂正した内容の 
 源泉徴収票を作成する 

（税務署提出用） 
・訂正した内容の 
 源泉徴収票を作成する 



（税務署提出用） 
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（税務署提出用） 
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掲載内容 項目名 

退職者本人のマイナンバーを追記してください 個人番号 ➊ 
年金・一時金請求書に記載された、「退職者住所」を表示しています 住所又は居所 

➁ 上記と同じ住所を表示しています ▸住所が異なる場合は再作成してください 令和 年1月1日の住所 

共済会に登録されている氏名を表示しています 氏名 

共済会の制度における退職所得相当額を表示しています 支払金額 ➂ 
勤続年数に応じた控除額を表示しています 退職所得控除額 

➃ 
共済会に登録されている就職日から退職日までの年数を表示しています 勤続年数 

被共済職員加入届に記載されていた就職日を表示しています 
※ 共済会への加入日ではありません 就職年月日 

被共済職員退職届に記載された退職日を表示しています 退職年月日 

法人番号を追記してください 個人番号又は法人番号 ➎ 
共済会に登録されている法人住所および名称を表示しています 支払者 ➅ 



共済会が発行するものは見本のため、マイナンバーと法人番号の追記は必ず必要です。 
また、記載内容に変更や訂正がある場合は、法人が「税務署提出用」と「受給者交付用」の源泉徴収票を作成して 
「受給者交付用」を退職者本人にお渡しください。 
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提出先の税務署は「法人の所轄税務署」、市町村は「退職者本人が居住していた市町村」宛です。 

対象になるのは退職日が2026年1月1日以降の職員分です。 
なお、提出範囲拡大の対象は「退職所得」分であり、「給与所得」分ではありません。 

になった 

到着した見本は する 

源泉徴収票の提出先は と
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※

※ iDeCoの受け取りは原則60歳以上です 
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※ 共済会分の退職金を先に請求した場合は、別の税制ルール（19年ルール）が適用されるため、iDeCo利用職員の退職金 
  請求時にはご注意ください。また、詳しい内容は税務署、税理士などにご相談ください。 

iDeCo一時金を先に受け取り、その後に共済会分を請求する場合、
退職所得控除額の調整が必要となることがあります。 

調整が必要となった場合（源泉徴収する必要がある場合）は、 
法人にて税額計算および源泉徴収していただきます。 
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新しいパスワードポリシー 
 かつ ※以上 

※ 英大文字、英小文字、数字、記号 !#$%()=+*?_{};:[]-@  が対象です（いずれも半角） 
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※
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※ 「海外金融機関の日本国内支店」および「国内金融機関の海外支店」は送金対象外です 
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※

※ 法人の退職金規程に前払いする旨を記載すれば、退職所得として取り扱うことも可能という解釈もされていますが、 
  外国人職員以外の退職金支給にも影響がおよぶ可能性もあるため、退職前日以前に支払う場合は社労士や税理士へご相談の上、 
  慎重にご対応ください。 

（共済会からの送金時期に国内口座が解約済の場合） 

対応策として、 

という方法が考えられます。 
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※1

※2

※1 有休消化などで退職日前に帰国していて、退職日時点で国内に住所がない場合 
※2 還付請求の方法などは、税務署や税理士などにご確認ください 
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共済会に加入させる職員はどのように決められていますか？ 

法人の就業規則、退職金規程により定めてください 
福祉医療機構と同条件とする必要はありません。 A 

Q1 

加入日が月途中の場合、請求はどうなりますか？ 

加入月も1か月分の請求が発生します（日割計算はありません） 
加入月の翌月にまとめて請求させていただきますのでご注意ください。 A 

Q2 

採用した職員の加入申請を忘れていた場合はどうすれば良いですか？ 

最大12か月前まで遡って加入することができます 
初回請求時にまとめて清算させていただくため、請求金額が高額になることがあります。 A 

Q3 
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加入届の記載内容に誤りがあった場合はどうすれば良いですか？ 

訂正する内容とタイミングによって対応方法が異なります。 A 

Q4 

加入届の再提出が必要な項目 

加入日 

職員出資金の拠出選択 

所属施設 

職員番号が 変わります 

異動・訂正届※で申請する項目 

漢字氏名 フリガナ 生年月日 

本俸月額 就職日 

職種 性別 

職員番号は そのままです 

※ ＨＫねっとでも申請することができます 
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加入1年未満で退職した職員は、何を手続きすれば良いですか？ 

職員出資金の拠出状況によって提出書類が変わります。 
 ・拠出あり 「被共済職員退職届」と「年金・一時金請求書」 の2種類 
 ・拠出なし 「被共済職員退職届」のみ 

A 

Q5 

退職日が月途中の場合、請求はどうなりますか？ 

退職月も1か月分の請求が発生します（日割計算はありません）。 A 

Q6 

退職の手続きを忘れていた場合、どうすれば良いですか？ 

退職に関する手続きを行ってください。 
退職月以降に納付いただいた出資金・掛金は清算させていただきます。 
精算額によって対応が異なりますので、詳細は事務局にお問い合わせください。 

A 

Q7 
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・定年退職した職員の手続きには何が必要ですか？ 
・定年退職後に共済会へ再加入しなければなりませんか？ 

法人が定める退職金規程の内容によって取扱いが異なります。 A 

Q8 

定年退職時に 
退職金を 

支給 
する 

支給 
しない 

・被共済職員退職届 
・年金・一時金請求書 

・共済会に加入したままとなります（職員番号は変わりません） 
・定年退職時点で行う手続きはありません 
・実際の退職時に退職金請求を行います 

共済会に 
再加入 

する 

再加入 
しない 

・被共済職員加入届 
（再加入後は職員番号が変わります） 

手続き終了 
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本俸月額の内容はなんですか？ 

基本給に調整額を加えたものです。 
 調整額とは「国家公務員の給与制度における調整額」のことです。 
 特殊業務手当や処遇改善加算などを指しており、住宅、通勤手当などを含めることはできません。 
 また、加算対象とするための基本条件がありますのでご注意ください。 
 （事務の手引き / Ⅱ.共済制度の概要 P.4～5 参照） 

A 

Q9 

年度途中に昇給や給与変更があった場合はどうすれば良いですか？ 

変更が当該年度の4/1に遡って適用されるかどうかで対応が異なります。 
 ・遡って適用する  本俸月額の変更手続きが必要です。 
           等級変動が発生する場合、差額清算となりますのでご注意ください。 

 ・遡って適用しない 年度途中の変更は登録できないため、手続きはありません。 

A 

Q10 



一般社団法人 北海道民間社会福祉事業職員共済会 37 

配置換と継続異動の違いはなんですか？ 

同じ法人内での異動か、他法人への転職かの違いです。 
 ・配置換  同じ法人内での施設間異動のことを指します 
 ・継続異動 職員が退職し、共済会加入法人へ転職する際に、退職金を清算せずに引き継ぎことを指します 

A 

Q11 

職員が休職した場合、請求を停止することはできますか？ 

請求を停止することができます（法人規程により休職扱いと定めてください）。 
ただし、産前産後休暇、労災による休暇の際は休職扱いとできません。 
 休職期間中は出資金・掛金の払い込みが停止となり、退職金の算定期間に含まれません。 

A 

Q12 

代表者が変わった際の口座名義はどうすれば良いですか？ 

代表者名部分の変更だけであれば、届出は不要です。 A 

Q13 
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